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【要旨】
本研究は、コミュニティ意識、特に、地域社会への積極性や協同志向性がどのよう
に形成されるのか、その要因を探るため、「地域社会への態度尺度」を用い、小学校教
員免許状の取得を希望している学生を対象とし、質問紙調査を実施した。調査では、
地域社会への態度のうち、「積極性一消極性」が有意に高い経験として、授業では「地
域教材の利用｣、授業外では「地域活動・地域行事への参加｣、「協同志向性一個別志向
性」が有意に高い経験として、授業では「地域教材の利用（小学校)｣、授業外では「高
校までの地域活動・地域行事への参加」等があげられた。

１.問題の所在
現在、地域社会における人と人とのつながり、地域の絆など、地域社会のあり様が注目
され、地域社会の再構築が求められている!)。
学校教育においても、小学校学習指導要領（第２章内容、第２節社会）が、第３．４学年

の目標として「地域の産業や消費生活の様子、人々の健康な生活や良好な生活環境及び安
全を守るための諸活動について理解できるようにし、地域社会の一員としての自覚をもつ
ようにする」と示しているように、「地域社会の一員としての自覚」を持つことは、我々国
民に求められる態度であり、子どもから成人へと成長する過程で身に付けるべきものであ
る。このことは、生涯学習における学習課題、言い換えれば、社会の要請による学習課題
の１つと位置付けられよう。そのためには、学校教育だけではなく、地域社会の様々な場
所での学習が必要であり、家庭や地域住民等、あらゆる関係者の役割分担と連携が求めら
れよう。
周知のとおり、１９９８（平成10）年告示の学習指導要領において、総合的な学習の時間が

設置されるなど、学校での学習活動は多様化し、学校支援ボランティア等、地域社会との
連携がこれまで以上に行なわれるようになった。こうした地域住民との交流等、子どもた
ちが地域社会と関わった経験はどのような効果を生み出しているのだろうか。例えば、文
部科学省が実施している「全国学力・学習状況調査｣では、「地域行事への参加」と学力調
査の正答率の問に正の相関があることが分かっている｡であるならば､｢地域行事への参加」
などの地域社会における経験が「地域社会の一員として自覚」を持つなどの地域社会に対
する子どもたちの考え方、言い換えれば「コミュニティ意識2)」に対してもプラスの影響
を与えていると考えられるのではないだろうか。
なお、コミュニティ意識に関しては、概ね1960年代後半以降、様々な研究者らによって

尺度が開発され、多くの調査が行われてきた。それら一連の調査・研究を見渡すと、地域
社会の形態、居住年数や年齢・性別、学歴等とコミュニティ意識を比較した研究は散見さ
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れるが、子ども期の学校や地域における経験と現在のコミュニティ意識とを比較している
調査は見当たらない3)。

2.研究の目的・方法
以上のことから、本研究は、初等・中等教育を既に終了した大学生を対象とし、コミュ
ニティ意識が形成される要因について、地域社会における経験との関係を探ることを目的
とし、調査を実施することとした。
初等・中等教育段階における、地域社会での豊かな経験が、大学生のコミュニティ意識
にプラスの影響をもたらしているのではないか、また、どのような経験がプラスに作用し
ているのか、これらの点について検討していきたい｡
コミュニティ意識の測定にあたっては、「地域社会への態度尺度」４)をもとに、調査票を

作成した。なお、尺度の各項目については、現役大学生が考えやすい文言に若干の修正を
施した（調査票の作成過程においては、複数の大学教員に意見を求めた)。
同尺度は、成人一般を対象として住民のコミュニティ意識を測定する尺度で、「積極性一

消極性志向（地域社会におこる諸問題に対して、成員として積極的に取り組み行動し参加
する姿勢を持つかどうか)」と「協同志向性一個別志向性（地域社会の成員としての自覚に
基づき、地域社会という全体的な集合の場を重視するか否か)」の２つの下位尺度によって
構成されている。同尺度については、少ない因子でコミュニティを説明しようとするなど
の問題点も指摘されているが、「国内における社会心理学的研究としては､他の尺度や具体
的場面との関連性も検討された唯一といってよい尺度5)」と一定の評価を得ており、これ
まで､多くの研究者によって、コミュニティ意識を測定する尺度として利用されている6)。
本調査では、コミュニティ意識の形成要因を探るため、小・中・高等学校における学習

経験、これまでの生活環境や経験等を変数として設定した。特に、学校教育における学習
経験として、地域社会との関連が非常に深い教科の１つである社会科での学習、社会科に
おける利用の可能性を探る観点から博物館に焦点を当て、調査項目を作成した。

3.調査結果と考察
(1)調査の概要
調査の概要は以下のとおりである。
①調査対象者:N大学､教職科目「社会科概論」「社会科教材研究｣受講者（出席者全員）
②調査日：第１回2010年10月11日、第２回2011年７月５日
③調査方法：質問紙調査
④回収率：第１回100%(回収数94/配付数94)

第２回100%(回収数70/配付数70)
⑤学年等：
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2年次 3年次 ４年次 不明 計
第１回 8９ ３ １ １ 9４
第２回 5１ ３ ０ 1６ 7０
計 1４０ ６ １ 1７ 1６４



⑥各態度の合計点の平均

(2)小・中・高等学校における社会科（地歴・公民）の授業について
まず、小・中・高等学校における社会科（地歴・公民）の授業において、地域の博物館

の利用、博物館以外の施設の利用、地域教材の利用（ゲストスピーカーなど地域の人材活
用含）の３点と、地域社会への態度との関連についてみていきたい。

l)地域の博物館の利用（学芸員等の来校も含む)(表ｌ～3)
小・中・高等学校とも全ての項目において、地域の博物館の利用経験が多いほど、高得

点をしめしている。全体的にみて、社会科における地域の博物館の利用は、地域社会への
態度にプラスの影響を与えているといえよう。また、小・中学校の積極性一消極性尺度、
高等学校の協同志向性一個別志向性尺度において、有意な差を示している。特に、小学校
の積極性一消極性尺度は､平均の差も大きいことが注目に値する。低学年･学校段階から、
積極的に博物館を活用することが、大学生の積極性へとつながっている。

表１地域の博物館の利用（学芸員等の来校も含む 小学校

表２地域の博物館の利用（学芸員等の来校も含む 中学校

表３地域の博物館の利用（学芸員等の来校も含む 高等学校
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度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
積極性一消極性 1６１ ７ 2５ 1５．９６ 3.381
協同志向性一個別志向性 162 ５ 2５ 1６.１０ 3.306

Ｎ 平均値 標準偏差
積極一消極
p<.０１

あまり利用しなかった、利用しなかった
よく利用、ときどき利用していた

6２
9９

1４．６５
16.78

3.020
3.349

協同一個別
あまり利用しなかった、利用しなかった
よく利用、ときどき利用していた

6２
100

1５．６１
1６．４１

3.795
2.941

Ｎ 平均値 標準偏差
積極一消極
p<.０５

あまり利用しなかった、利用しなかった
よく利用、ときどき利用していた

119
4２

1５．６５
1６．８３

3．１９６
3.761

協同一個別 あまり利用しなかった、利用しなかった
よく利用、ときどき利用していた

1１８
4４

1５．８５
1６．８０

3.241
3.414

Ｎ 平均値 標準偏差
積極一消極 あまり利用しなかった、利用しなかった

よく利用、ときどき利用していた
138
2１

1５．９５
1６.０５

3.274
3.993

協同一個別
p<.0５

あまり利用しなかった、利用しなかった
よく利用、ときどき利用していた

138
2２

1５．９０
1７．７７

3.252
3．１４６



2)地域の博物館以外の施設の利用（表４～6）
社会科における地域の博物館以外の施設の利用経験との関連についてみると、概ね利用

経験が多いほど、各尺度の得点が高いが、特に、小学校の積極性一消極性尺度の得点が有
意に高いことが見て取れる。このことは、上記l)と同様の傾向といえよう。

表４地域の博物館以外の施設の利用：小学校

表５地域の博物館以外の施設の利用 中学校

表６地域の博物館以外の施設の利用：高等学校

３．３４１

3)地域教材の利用（ゲストスピーカーなど地域の人材活用含）
地域教材の利用（ゲストスピーカーなど地域の人材活用含）
ての項目において、利用経験が多いほど高得点を示している。
両尺度とも、中学校においては､積極性一消極性尺度が、有制
学校が顕著な傾向を示しているのは､低年齢期から地域住民４
により、より身近に地域社会を捉え、より、肯定的な地域社吾
たのではないかと推測される。
表７地域教材の利用（ゲストスピーカーなど地域の人材活月

(表７～9）
との関連についても、すべ
特に、小学校においては、
に高得点を示している。小
との関わりを経験したこと
への態度の形成につながっ

尺度が、有意に高得点
ら地域住民等との関わ
的な地域社会への態度

或の人材活用含）：小学小学校
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表８地域教材の利用（ケストスピーカーなど地域の人材活用含）：中学校

開一別一朋一閲
含表９地域教材の利用（ゲストスピーカーなど地域 高等学校

(3)地域社会における経験との関連について
次に、学校教育以外の地域社会における経験として、居住地域の規模、地域活動・地域

行事への参加経験、地域の博物館の利用（学校での利用以外)、地域の博物館以外の施設の
利用（学校での利用以外)、現在の居住形態の５つの項目と各尺度との関連についてみてい
きたい。

l)居住地域の規模（表10～ll)
居住地域の規模については、自治体の人口規模が小さいほど、各尺度の得点が高いが、

特に、高校までに居住していた自治体の人口規模小の協同性志向一個別性志向の得点が有
意に高い。決して、一概に言えるものではないが、一般に規模の小さい市町村は、住民同
士のつながりがあり、地域社会における共同性が発揮されているとも推察される。そうし
た地域社会での生活そのものが、協同性志向を高めているのではないだろうか（有意な差
は無いが積極性志向の得点も高い)。

表１０居住地域の規模：高校まで
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居住地域の規模：高校卒業後から現表１１

2)地域活動・地域行事への参加経験（表12～13)
地域活動・地域行事への参加経験との関連についてみると、地域活動等への参加経験が

多い方が尺度の得点が高いが、特に、高校までの積極性一消極性尺度は有意に高く、協同
性志向一個別性志向尺度、および、高校卒業から現在までの積極性一消極性尺度の得点が
有意に高い傾向を示している。高校までの間に、地域活動や地域行事へ参加の機会を増や
すことが、地域社会への態度をより肯定的にすることにつながるということが見て取れよ
う。
表１２地域活動・地域行事への参加経験：高校まで

表１３地域活動・地域行事への参加経験 ら現在まで

3)地域の博物館の利用（学校での利用以外）（表14～15）
地域の博物館の利用（学校での利用以外）についても、全体として、利用経験が多いほ
ど高得点を示している。特に、高校までの利用経験が多い群の積極性一消極性尺度の得点
が有意に高い。学校教育での利用と同様の傾向を示していると言えよう。
表１４地域の博物館の利用（学校での利用以外）：高校まで
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Ｎ 平均値 標準偏差
積極一消極 市（人口５万人以上）・政令市

町村・市（人口５万人未満）
1２９
30

1５．９９
1５．７０

3.337
3.583

協同一個別 市（人口５万人以上）・政令市
町村・市（人口５万人未満）

1２８
3１

1５．９３
1６.９０

3.437
2.688

Ｎ 平均値 標準偏差
積極一消極
p<.0１

あまり参加、参加しなかった
よく参加、ときどき参加

4７
114

1４．４３
16.59

3.215
3.256

協同一個別
p<.１

あまり参加、参加しなかった
よく参加、ときどき参加

4８
114

1５．４２
1６．３９

3.631
3．１３０

Ｎ 平均値 標準偏差
積極一消極

p<.１
あまり参加、参加しなかった
よく参加、ときどき参加

142
1８

1５．８０
1７．２２

3.361
3.457

協同一個別 あまり参加、参加しなかった
よく参加、ときどき参加

144
1８

1６．０１
1６．８９

3.218
3.954

Ｎ 平均値 標準偏差
積極一消極
p<.０５

あまり利用しなかった、利用しなかった
よく利用、ときどき利用していた

1１１
4８

1５．５０
1６．９４

3.222
3.599

協同一個別 あまり利用しなかった、利用しなかった
よく利用、ときどき利用していた

1１１
4９

1５．９１
1６．４７

3.212
3.548



表１５地域の博物館の利用（学校での利用以外）：高校卒業後から現在まで

4)地域の博物館以外の施設の利用（学校での利用‘
地域の博物館以外の施設の利用（学校での利用．

認められないものの、概ね、利用経験が多い群がｉ
表１６地域の博物館以外の施設の利用（学校での

計上の有意な差は

表１７地域の博物館以外の施設の利用（学校での 以外） 高校卒業後から現在まで

5)現在の居住形態（表18)
現在の居住形態については、統計上の有意差は認められないが、家族と同居している方
がともに高得点を示している。情報が不十分で推測ではあるが、家族と同居しているとい
うことは、生まれ育った町に住み続けている可能性が高く、日常的な家族と関わり合い、
家族を通した地域社会との関わり合いなどが影響していることも否定できないだろう。

表18現在の居住形態
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Ｎ 平均値 標準偏差
積極一消極 あまり利用しなかった､利用しなかった

よく利用、ときどき利用していた
1３６
2３

1５．７９
1６．７８

3.347
3.618

協同一個別 あまり利用しなかった､利用しなかった
よく利用、ときどき利用していた

1３６
2４

1６．０７
16.17

3.237
3.818

Ｎ 平均値 標準偏差
積極一消極 あまり利用しなかった、利用しなかった

よく利用、ときどき利用していた
7１
90

1５．８２
1６．０７

3.510
3.290

協同一個別 あまり利用しなかった、利用しなかった
よく利用、ときどき利用していた

7２
9０

1６．２９
15.96

2.967
3.563

Ｎ 平均値 標準偏差
積極一消極 あまり利用しなかった、利用しなかった

よく利用、ときどき利用していた
107
5３

15.79
1６．２６

3.420
3.329

協同一個別 あまり利用しなかった、利用しなかった
よく利用、ときどき利用していた

107
5３

15.97
16.45

3.335
3.267

Ｎ 平均値 標準偏差
積極一消極 家族と同居

その他
4６
1０８

1６.２０
1５．８３

3.679
3.294

協同一個別 家族と同居
その他

4７
1０９

1６．１５
1５．９７

3.689
3.184



(4)博物館等の地域の施設や地域住民等との連携に関する意向（表19)
調査の最終項目として、「将来、教員になったら、博物館等の地域の施設や地域住民等と

の連携を積極的に行いたいと思うか」聞いた。地域社会との連携を肯定的に志向する学生
は、地域社会に対し、より積極的、協同志向的な態度をすでに形成していることが示され
た。
このことからも、地域社会への積極性や協同志向性は、学校と地域社会の連携が求めら

れる今日において、その担い手となる教員に必要な態度ともいえるのではないだろうか。

表19博物館等の地域の施設や地域住民等との連携に関す

4.まとめと課題
これまでの調査結果をまとめると、概ね、地域社会における様々な経験が多いほど、地

域社会に対する積極性、協同志向性の得点が高いが、特に、以下の経験がそれそれの尺度
において、有意に得点が高いことが分かった。

(1)「積極性一消極性尺度」の得点が有意に高い経験
【授業で】
・地域の博物館の利用（学芸員の来校含む）：小学校、中学校
・授業で地域の博物館以外の施設の利用：小学校
・地域教材の利用（ケストスピーカーなど地域の人材活用含）：小学校、中学校
【授業外で】
・高校までの地域活動・地域行事への参加
・高校卒業から現在までの地域活動・地域行事への参加
・高校までの地域の博物館の利用（学校以外での利用）

(2)「協同志向一個別志向尺度」の得点が有意に高い経験
【授業で】
・地域の博物館の利用（学芸員の来校含む）：高等学校
・地域教材の利用（ケストスピーカーなど地域の人材活用含）
【授業外で】
・高校までの居住地域が町村・人口５万人未満の市
・高校までの地域活動・地域行事への参加

小学校
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Ｎ 平均値 標準偏差
積極一消極
p<.0１

そうは恩わ唯い・どちらかといえばそう|堀わない，どちらともいえない
そう思う。どちらかといえばそう思う

1８
1４３

1２．３９
1６．４１

3.550
3.091

協同一個別
p<.０１

そうは思わない．どちらかといえばそう|堀わない．どちらともいえない
そう思う．どちらかといえばそう思う

1８
144

1３．２８
16.46

3.268
3.146



地域社会の一員として、地域社会に対する積極的かつ、協同志向的な態度を形成するに
は､子どもの頃からの学校内外における地域に関わった体験を充実させることが鍵となる
といえよう。そのためには、学校教育、社会教育のこれまで以上の連携を推し進めること
が重要である。
最後に、本研究の課題を述べておきたい。本研究は、学生が自身の過去を思い返す、い
わゆる回想法により、これまでの経験を抽出しており、実際の経験と異なる回答がされて
いることも想定される。この点は、分析結果の信頼性に多少の影響がある可能性があり、
研究方法の課題といえよう。今後、本調査によって各尺度の得点が高かった学生へのヒア
リング調査を実施するなど、質的なアプローチをし不十分な点について補強したいと考え
ている。
なお、各人がこれまでの学習を客観的に把握できるポートフォリオの様なものを普及さ

せることにより、個人の生涯学習の道標、学習成果の活用促進となるだけでなく、こうし
た研究にも役立つことになると考えられる。全国で通用するフォーマットの開発、普及が
望まれるだろう。
最後に、本調査が意図していなかった、調査の実施自体による効果について述べたい。

調査を回答した学生の授業後のリアクションペーパーを見ると、自分がいかに地域社会と
関わっていないかということを実感し、今後、積極的に関わっていきたい、関心を持つよ
うにしたいという記述が散見された。自分と地域社会との関わりを再確認するツールとな
っていたようである。本調査の教育的な成果と言えるだろう。

付記：アンケートに協力いただいた学生の皆さんに感謝の意を表したい。

【注記・引用文献】
1）国の中心政策の１つとして数えられるものであると同時に､日本生涯教育学会において
も、２０１１年の生涯学習政策研究フォーラムにおいて、「生涯学習推進に対する社会の要
請にいかに応えるか一コミュニティの再定義と個人の自立一」として、これからの地域
社会（地域コミュニティ）の在り方等に関して活発な議論が展開されるなど、研究対象
としても注目されている。

2）社会学では「特定のコミュニティへの帰属・一体感情」等と説明されている（奥田道大
「コミュニティ意識」新社会学辞典1993有斐閣pp.478-479)。

3）例えば、倉沢進「来住市民と市民意識一小金井における調査から」『行政管理」1967で
は、市民意識尺度と移動性・定着性、居住歴、団地居住、学歴、年齢、職業等との関係
性を明らかにしている。近年では、コミュニティ意識尺度の再構成を試みた石盛真徳の
一連の研究がある。性別、年齢、学歴等の属性、居住環境、コミュニティ意識が地域へ
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の参加状況､近隣づきあいにどのように影響しているかを検討し、優れた成果を残して
いる（石盛真徳『コミュニティ意識と地域情報化の社会心理学』ナカニシヤ出版２０１０
などを参照)。しかし、小・中・高等学校における学習経験、言い換えれば、学校教育
における教育活動や、これまでの生活環境､地域における経験等を変数として設定した
研究は管見の限り、無いようである。なお、コミュニティ心理学研究においても「ある
特定時点におけるコミュニティ感覚と他変数との関連を記述する横断的研究がほとん
ど」と指摘されている（笹尾敏明「コミュニティ感覚」植村勝彦・高畠克子ほか編『よ
くわかるコミュニティ心理学』ミネルヴァ書房2006p.61)。

詳しくは、田中國夫・藤本忠明・植村勝彦「地域社会への態度の類型化について-その
尺度構成と背景要因一」『心理学研究49jl978pp.36-43、藤本忠明「コミュニティ
意識の研究」山本和郎編『コミュニティ心理学の実際』新曜社1984pp.265-274な
どを参照いただきたい。
なお、具体的な尺度項目は以下のとおりである。

4）

[積極性一消極性態度］
･町内会（自治会）での発言は、あとでいろいろ言われやすいので、なるべく発言した
くない。
･この町をよくするための活動は、地元の熱心な人たちに任せておけばよい。
･学校の整備や遊び場の確保などについては、行政のほうでうまくやってくれるだろう
と信頼している。
･自分の住んでいる地域で、公害反対運動（市民運動）がおきてもそれに関わりたくな
い。
｡近所の顔見知りの人とは親しくしたいが、知らない人とはそれほど親しくなりたいと
は思わない。
[協同志向性一個別志向性態度］
･町内会（自治会）の世話をしてくれと頼まれたら、引き受けてもよいと思う。
･地域の生活環境をよくするための公共施設の建設計画がある場合、自分の所有地や建
物の供出にはできるだけ協力したい。
･自分の近所に一人暮らしの高齢者がいたら、その高齢者のために日常生活の世話をし
てあげたい。
･地域の皆と何かをすることで、自分の生活の豊かさを求めたい。
｡いま住んでいる地域に、誇りとか愛着のようなものを感じている。

5）石盛真徳『コミュニティ意識と地域情報化の社会心理学』ナカニシヤ出版２０１０p.１７

6）例えば､関根薫｢住民のコミュニティ意識と属性･意識変数との関係｣『皇學館大学社
会福祉学部紀要』２００５pp.159-166など。
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